
労働災害による死亡者数の推移【図１、表１参照】１

労働災害による死亡者数は、昭和３６年の６，７１２人をピークとして長期的に

は減少してきており、平成１８年の労働災害による死亡者数は、１，４７２人と平

成１７年（１，５１４人）と比較して４２人（２．８％）減少し、初めて１，５０

０人を下回り過去最少となった。

死亡災害の業種別発生状況【図２、表２参照】２

業種別の死亡者数は、平成１７年と比較すると、陸上貨物運送事業、商業等では

減少したが、建設業、製造業等では増加した。

、 （ ． ）建設業における死亡者数は５０８人で 平成１７年と比較して１１人 ２ ２％

増加した。全産業に占める割合は３４．５％であり、１．７ポイント上昇し依然と

して最も高くなっている。

、 （ ． ）製造業における死亡者数は２６８人で 平成１７年と比較して１２人 ４ ７％

増加した。全産業に占める割合は１８．２％であり、１．３ポイント上昇した。

陸上貨物運送事業における死亡者数は１９８人で、平成１７年と比較して４７人

（１９．２％）減少した。全産業に占める割合は１３．５％であり、２．７ポイン

ト低下した。

、 （ ． ）商業における死亡者数は１５１人で 平成１７年と比較して２１人 １２ ２％

減少した。全産業に占める割合は１０．３％であり、１．１ポイント低下した。

死亡災害の事故の型別発生状況【表３参照】３

事故の型別の死亡者数は、平成１７年と比較すると 「交通事故（道路 」が８１、 ）

人減と大幅に減少したが 「火災」が１６人増 「崩壊・倒壊 「激突され 「墜落、 、 」、 」、

・転落」がそれぞれ１４人増などと増加した。

「交通事故（道路 」の占める割合は２６．２％ 、高所から） （全産業合計の１，４７２人中３８５人）

の「墜落・転落」の占める割合は２４．０％ であり、この２（全産業合計の１，４７２人中３５３人）

つの災害で死亡災害全体の５０％を超えている。

建設業では「墜落・転落」の占める割合が高く３７．４％ で（建設業全体の５０８人中１９０人）

ある。

（製造業全体の２６８人中製造業では「はさまれ巻き込まれ」の占める割合が高く２９．５％

である。７９人）

（陸上貨物陸上貨物運送事業では「交通事故（道路 」の占める割合が高く６１．１％）

である。運送事業全体の１９８人中１２１人）

重大災害発生状況【図３、表４，５参照】４

全産業における重大災害発生件数は３１８件であり、昭和４９年以降最多で、平

成１７年（２６５件）と比較すると、５３件（２０．０％）増加した。

業種別にみると、建設業が１２０件、前年比２７件増、製造業が６２件、前年比



６件増、陸上貨物運送事業が２０件、前年比７件減となっている。

、「 」 。事故の型別の重大災害は 交通事故 が１４３件と全体の約半数を占めている

また、平成１７年と比較すると「爆発」が１０件減 「中毒・薬傷」が８件減など、

と減少したが、施設内で病原体に感染する等の「その他」が３１件増 「火災・高、

熱物」が１８件増 「倒壊」が９件増 「交通事故」が６件増などと増加している。、 、
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表１ 　 業種別死亡災害発生状況（ 平成8年～平成18年）

全産業 1,472 100.0 1,514 100. 0 1, 620 100. 0 1, 628 100. 0 1, 658 100. 0

製造業 268 18. 2 256 16. 9 293 18. 1 293 18. 0 275 16. 6

鉱業 16 1. 1 16 1. 1 16 1. 0 14 0. 9 17 1. 0

建設業 508 34. 5 497 32. 8 594 36. 7 548 33. 7 607 36. 6

交通運輸業 25 1. 7 31 2. 0 36 2. 2 32 2. 0 35 2. 1

陸上貨物運送事業 198 13. 5 245 16. 2 243 15. 0 241 14. 8 234 14. 1

港湾荷役業 14 1. 0 11 0. 7 10 0. 6 12 0. 7 15 0. 9

林業 57 3. 9 47 3. 1 46 2. 8 61 3. 7 49 3. 0

その他 386 26. 2 411 27. 1 382 23. 6 427 26. 2 426 25. 7

全産業 1, 889 100. 0 1, 992 100. 0 1, 844 100. 0 2, 078 100. 0 2, 363 100. 0 891 人減( 37. 7 ％減)

製造業 323 17. 1 344 17. 3 305 16. 5 351 16. 9 405 17. 1 137 人減( 33. 8 ％減)

鉱業 26 1. 4 24 1. 2 29 1. 6 40 1. 9 32 1. 4 16 人減( 50. 0 ％減)

建設業 731 38. 7 794 39. 9 725 39. 3 848 40. 8 1, 001 42. 4 493 人減( 49. 3 ％減)

交通運輸業 29 1. 5 29 1. 5 47 2. 5 38 1. 8 36 1. 5 11 人減( 30. 6 ％減)

陸上貨物運送事業 271 14. 3 270 13. 6 225 12. 2 290 14. 0 333 14. 1 135 人減( 40. 5 ％減)

港湾荷役業 11 0. 6 10 0. 5 19 1. 0 17 0. 8 28 1. 2 14 人減( 50. 0 ％減)

林業 53 2. 8 71 3. 6 69 3. 7 56 2. 7 80 3. 4 23 人減( 28. 8 ％減)

その他 445 23. 6 450 22. 6 425 23. 0 438 21. 1 448 19. 0 62 人減( 13. 8 ％減)
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図2　平成18年における業種別死亡災害発生状況
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業 種
死亡者数(人) 構成比(％) 増減数(人) 増減率(％）

全 産 業 1,472 100.0 -42 -2.8

製 造 業 268 18.2 12 4.7

鉱 業 16 1.1 0 0.0

建 設 業 508 34.5 11 2.2

交 通 運 輸 事 業 25 1.7 -6 -19.4

陸上貨物運送事業 198 13.5 -47 -19.2

港 湾 荷 役 業 14 1.0 3 27.3

林 業 57 3.9 10 21.3

そ の 他 386 26.2 -25 -6.1

平成18年 対17年比較

業種欄「その他」
死亡者数(人) 構成比(％) 増減数(人) 増減率(％）

畜産・水産 16 4.1 -2 -11.1

商業 151 39.1 -21 -12.2

金融・広告 8 2.1 -2 -20.0

通信 8 2.1 1 14.3

接客・娯楽 24 6.2 7 41.2

清掃・と畜 54 14.0 -5 -8.5

上記以外（教育研究、
保健衛生、警備等） 125 32.4 -3 -2.3

（注）　１　死亡災害報告より作成したもの

　　　　２　「－」は減少を示す。

表２　　平成１８年における死亡災害発生状況

平成18年 対17年比較



表３　　　業種、事故の型別死亡災害発生状況（平成18年）
人
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図３　重大災害発生状況の推移
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平成18年（１月～１２月) 平成17年（１月～１２月） 増　減　数

  業　　　種 件数(件) 死傷者数(人) 死亡者数(人) 件数(件) 死傷者数(人) 死亡者数(人) 件数(件) 死傷者数(人) 死亡者数(人)

全　　　産　　　業 318 2,117 85 265 2,286 68 53 -169 17

製 造 業 62 431 7 56 388 8 6 43 -1

鉱 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建 設 業 120 543 45 93 419 21 27 124 24

交 通 運 輸 業 11 116 5 10 44 6 1 72 -1

陸上貨物運送事業 20 95 10 27 110 24 -7 -15 -14

港 湾 荷 役 業 1 3 0 0 0 0 1 3 0

林 業 1 3 3 0 0 0 1 3 3

そ の 他 の 事 業 103 926 15 79 1,325 9 24 -399 6

（注）　１　重大災害報告より作成したもの。
　　　　２　一時に３人以上の労働者が業務上死傷又はり病した災害事故について作成。
　　　　３　「－」は減少を示す。
　　　　４　被災者が属する業種が複数にまたがる場合には、主たる業種についてのみ計上している。

表４　平成１8年における重大災害発生状況

 
 
 

単位：件

5 3 2 0 2 13 5 2 143 27 66 1 0 49 318

15 0 1 0 0 4 4 2 137 9 74 1 0 18 265

2 2 1 0 1 3 1 0 11 8 28 1 0 4 62
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2 0 1 0 0 10 3 1 74 6 14 0 0 9 120
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0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 0 0 1 0 1 0 33 12 22 0 0 32 103

1 0 0 0 0 1 1 0 32 5 30 0 0 9 79

（注）　１　重大災害報告より作成したもの。

　　　　２　一時に３人以上の労働者が業務上死傷又はり病した災害事故について作成。 Ｈ18年

　　　　３　被災者が属する業種が複数にまたがる場合には、主たる業種についてのみ計上している。 前年
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平成１９年度全国安全週間実施要綱 
 
 
１ 趣 旨 

 全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という崇高な基本

理念の下、「産業界における自主的な労働災害防止活動を推進するとともに、広く一般

の安全意識の高揚と安全活動の定着を図ること」を目的に、一度も中断することなく

続けられ、本年で８０回目を迎える。 

  さて、我が国の労働災害による被災者数は、労災保険新規受給者数が年間約５５万

人に上っており、死亡者数についても平成１８年は減少が見込まれているものの、今

なお、約１，５００人に及ぶ尊い命が労働の場で失われている。また、休業４日以上

の死傷災害や、一度に３人以上の労働者が被災する重大災害が、平成１８年において

は前年に比べ増加する見込みである。 

この背景として、最近の景気回復による業務の繁忙化等により、安全に関する人材

の確保が困難となっていることや、未熟練労働者に対する安全教育が不十分となって

いること、事業者の安全への意識が不十分であること等から事業場において安全管理

が低調となっていることが考えられる。さらに今後、団塊の世代の労働者が大量に退

職することにより、各事業場における安全に関するノウハウが十分に継承されないこ

とが危惧されるところである。 

このような中、職場の安全を確保し、労働災害の減少を図るためには、経営トップ

が率先して、職場における安全に対する意識や取組を再度確認し、危険性又は有害性

等の調査（リスクアセスメント）やその結果に基づくリスク低減措置の実施をはじめ

安全管理活動を充実・強化することが重要である。また、そのために事業者、労働者

がそれぞれの役割を果たし、組織が一丸となって取り組むことが不可欠である。 

このような観点から、平成１９年度の全国安全週間は、 
   

「組織で進めるリスクの低減 今一度確認しよう安全職場」 
 
をスローガンとして展開することとする。 

  この全国安全週間を契機として、それぞれの職場において、労働災害防止の重要性

について認識をさらに深め、安全活動の着実な実行を図ることとする。 
 
２ 期 間 
 ７月１日から７月７日までとする。 

  なお、本週間の実効を上げるため、６月１日から６月３０日までを準備期間とする。 
 
３ 主唱者 
  厚生労働省、中央労働災害防止協会 
 
４ 協賛者 
 建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業

労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、鉱業労働災害防止協会 

（参考） 



 
５ 協力者 
 関係行政機関、地方公共団体、安全関係団体、全国安全会議、地方安全会議、労働

組合、経営者団体 
 
６ 実施者 
  各事業場 
 
７ 主唱者、協賛者の実施事項 
 (1) 安全広報資料等の作成、配布を行う。 
 (2) 新聞等を通じて広報を行う。 
 (3) 全国安全週間地方大会、安全講習会等を開催する。 
 (4) 安全に関する作文、写真、ポスター、標語等の募集を行う。 
 (5)「国民安全の日」（７月１日）の行事に協力する。 
 (6) 事業場の実施事項について指導援助する。 
 (7) その他「全国安全週間」にふさわしい行事等を行う。 
 
８ 協力者への依頼 
  主唱者は、上記７の事項を実施するため、協力者に対し、支援、協力を依頼するこ

と。 
 
９ 実施者の実施事項 
   安全水準のより一層の向上を図るため、計画的、継続的な安全管理の定着を目指し

て、各事業場においては、次の事項を実施する。 
(1) 本週間に実施する事項 

ア 経営トップは安全について所信を明らかにするとともに、自らが職場の安全パ

トロール等を行い、安全について従業員への呼びかけを行う。 
イ 今後の安全の進め方について考える職場の集い等を催し、関係者の意志の統一、

安全意識の高揚等を図る。 
  ウ 安全旗の掲揚、ポスター、標語等の掲示、安全関係資料の配布等を行う。 
  エ 安全表彰を行う。 
  オ 安全についての改善提案の募集及び発表を行う。 
  カ 安全についての作文、写真、ポスター、標語等の募集及び発表を行う。 
  キ 安全に関するビデオ、映画、スライド等の映写会、講演会等を開催する。 
  ク 労働者の家族に対し、安全についての文書の送付、職場見学等を行い、家族の

協力を求める。 
  ケ 緊急時の措置について必要な訓練を行う。 
  コ その他本週間にふさわしい行事を行う。 

(2) 準備期間中に実施する事項 
   以下の事項について安全活動に係る総点検を行い、安全活動の定着と安全水準の

向上を図ること。 
ア 安全管理体制の確立と安全管理活動の活性化 
 (ｱ)リスクアセスメントの推進 

「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」、「化学物質等による危険性又は

有害性等の調査等に関する指針」、「機械の包括的な安全基準に関する指針」



に基づくリスクアセスメントとその結果に基づく安全対策の実施 
ａ 経営トップによる統括管理、安全委員会の活用等を通じた労働者の参画等

による実施体制の確立 
ｂ 危険性又は有害性の特定、負傷等の重篤度及びそれらが発生する可能性の

度合を考慮したリスクの見積りの実施 
ｃ リスク低減措置の検討及び実施 

 (ｲ) 労働安全衛生マネジメントシステムの確立をはじめとした自主的な安全管理

活動の促進 
ａ 経営トップの安全に対する基本方針の明確化及びこれに基づく目標の設定 
ｂ 「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」等に基づくリスクアセスメ

ントとその結果に基づく安全対策の実施（再掲） 
ｃ 事業活動と一体となった安全管理計画の作成及びその実施、評価、改善 
ｄ 安全管理担当部門の職務、管理・監督者の安全に関する責任と権限を明確

にした実効ある安全管理の規定の整備とその運用 
ｅ システム監査の実施及びこれに基づくシステムの見直し 

   (ｳ) 職場巡視、危険予知、安全提案制度、ヒヤリ・ハット対策等の日常的な安全

活動の充実・活性化 
(ｴ) 安全に係る知識や労働災害防止のノウハウの着実な継承 
(ｵ) 総括安全衛生管理者、安全管理者又は安全衛生推進者の選任、安全委員会の

設置等安全管理体制の整備並びにその活動の活性化 
(ｶ) 労働安全コンサルタント等の外部の専門家を活用した安全診断の実施 
(ｷ) 建設業における安全管理活動の定着 

ａ 元方事業者、関係請負人が一体となって安全管理を推進する体制の確立 
ｂ 店社安全衛生管理者等による現場に対する指導、援助体制の確立 
ｃ 足場先行工法、手すり先行工法の活用等による墜落災害防止対策の徹底 
ｄ 土止め先行工法の活用等による土砂崩壊災害防止対策の徹底 
ｅ 建設機械貸与者等との連携の促進 
ｆ 建設工事に従事する労働者に対する教育等の安全教育の実施の促進 
ｇ 危険再認識教育の実施の促進 
ｈ  安全施工サイクル活動の実施の促進 

(ｸ) 製造業における安全管理活動の定着 
ａ 構内下請事業場に対する連絡調整の実施等混在作業による労働

災害防止を図るための安全管理の推進 

ｂ「機械の包括的な安全基準に関する指針」に基づくリスクアセス

メントとその結果に基づく安全対策の実施（再掲） 

ｃ 定期（特定）自主検査、機械設備のライフサイクルと整合した

計画的な点検整備の実施 

ｄ 危険業務発注時における危険情報の確実な伝達・提供 

ｅ 構外系列事業場における安全活動の活性化のための指導、援助

の実施  
  イ 安全作業マニュアルの整備、定期的な見直し 

(ｱ) 機械設備の運転操作、運搬等の定常作業に係る安全作業マニュアルの整備 
(ｲ) 修理、点検、トラブル処理等の非定常作業に係る安全作業マニュアルの整備 
(ｳ) 機械化、自動化、新原材料の導入等に伴う作業マニュアルの整備 
(ｴ) 産業用ロボット、自動搬送機械設備等の作業マニュアルの整備 



(ｵ) 建設機械、クレーン等の安全な作業計画の確立 
(ｶ) 作業マニュアルの定期的な見直し及びその徹底のための教育訓練の実施 

  ウ 職業生活全般を通じた各段階における安全教育の実施 
(ｱ) 安全教育計画の樹立と効果的な安全教育の実施 
(ｲ) 雇入れ時及び作業内容の変更時の安全教育の充実・徹底 
(ｳ) 危険体感教育の実施 
(ｴ) 事業場における安全教育担当者の養成 
(ｵ) 安全管理者等に対する能力向上教育の実施 
(ｶ) 危険業務従事者等に対する安全教育の実施 
(ｷ) 就業制限業務、作業主任者を選任すべき業務における有資格者の充足   

  エ 作業者の安全意識の高揚 
(ｱ) 災害事例の分析、具体的な災害防止対策の樹立及びその周知徹底 
(ｲ) 職場巡視、危険予知、安全提案制度、ヒヤリ・ハット対策等の日常的な安全

活動の充実・活性化（再掲） 
(ｳ) 安全委員会等を通じた職場の安全問題への参画の促進 
(ｴ) 「安全の日」等の設定 
(ｵ) 安全についてのポスター、標語等の募集・掲示 
(ｶ) 作業を直接指揮する優良な職長等の顕彰等の実施 
(ｷ) 家庭に対する安全の協力の呼びかけの実施 

オ 爆発・火災災害防止対策の推進 
(ｱ) 「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」に基づくリス

クアセスメントとその結果に基づく安全対策の実施（再掲） 
(ｲ) 化学設備の定期自主検査の計画的な実施 
(ｳ) 化学設備の改造、修理等の作業の注文者による文書等の交付等、工事発注者と

施工工事業者との連携等の実施 
(ｴ) 化学物質等安全データシート（ＭＳＤＳ）等による化学物質等の危険有害性等

に関する情報の提供及び活用の促進 
  カ 交通労働災害防止活動の推進 

(ｱ) 管理体制の確立 
(ｲ) 適正な労働時間等の管理及び走行管理 
(ｳ) 交通労働災害防止担当管理者、運転者等に対する教育の実施 
(ｴ) 交通労働災害防止に対する意識の高揚等 

  キ 高年齢労働者の安全対策の推進 
(ｱ) 若年労働者と高年齢労働者が混在して同じ作業に従事することを前提とした

対策の実施 
(ｲ) 機械設備等作業環境の改善 
(ｳ) 作業方法、作業配置等の改善 
(ｴ) 作業手順の確立及び適切な作業指揮の実施並びに安全教育の実施 

  ク 派遣労働者の安全対策の推進 
(ｱ) 派遣先における派遣労働者の安全確保措置の実施 
(ｲ) 派遣元における派遣労働者の安全確保措置の実施 

  ケ 労働時間等労働条件の適正化の推進 
  コ 快適な職場環境の形成の推進 
  サ 労使による自主的な安全活動の充実 
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